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ではなく、ソフトウエアについて
も、自社の経営にどう使えば良い
かを相談しにくるようになる。従
って、経営者の視点で相談に乗り、
その企業向けに最適なソフトウエ
アを提供できる企業になっておく
必要がある。そのために一番良い
方法として、既に経営者とのコミ
ュニケーションに実績も実力もあ
る野村総合研究所と一緒になって
もらうことを考えた。野村総合研
究所の諸君にとっても、これから
大いに発展するであろうソフトウ
エア産業の分野にかかわって一緒
にやっていくことは、きっと面白
くやりがいのあることだと考えて
いる」

その後、合併式典の挨拶で田淵
さんは新生NRIのスタートを乾坤
一擲だとした。「ナビゲーション
×ソリューション」の源流がここ
にある。

合併はしたものの、乾坤一擲の
スタートは順調とはいえなかっ

乾坤一擲の合併
旧野村総合研究所と野村コンピ

ュータシステムが合併する直前、
1987年のある日、合併に反発した
野村コンピュータシステムの若手
に対して、合併の仕掛人だった野
村證券の田淵節也さん（当時会長）
が語ったことのメモが残されてい
る。

田淵さんは、野村コンピュータ
システムがソフトウエア企業であ
り、ソフトウエア産業が今後大き
く発展していくことを若手に説い
た。また、「IBMなどのハードウ
エアの巨人もソフトウエア産業で
は戦えないだろう。ハードウエア
産業の巨人たり得たIBMでも 2 倍
の巨人となることはできない。そ
れは神の摂理だ」と語った。そし
て、成長産業に属する野村コンピ
ュータシステムがなすべきことに
ついて、こう語ったという。「顧
客が何を求めているかを考えれば
よい。顧客はハードウエアばかり

た。鎌倉研究本部は企業向けに調
査やコンサルティングをしていた
が、すぐに数名の仲間が四谷の野
村コンピュータシステムのオフィ
スへ転勤になった。さながら人さ
らいにさらわれたように感じたこ
とを覚えている。

やがて保土ヶ谷に横浜ビジネス
パークが完成し、鎌倉研究本部が
移転することが決まった。初めて
見るコンピュータの人たちはとて
も同じ会社の仲間だと思えなかっ
た。調査に飛び歩いていた旧野村
総合研究所出身のメンバーと、集
団でチームプレイを重んじる野村
コンピュータシステム出身の面々
はまるで水と油であった。

1990年代に入ると、バブルが崩
壊して時代は一気に暗くなってい
く。合併の仕掛人だった田淵さん
も野村證券を去られることとなっ
た。そして、景気に敏感に反応す
る調査・コンサルティングのビジ
ネスは下り坂だった。

「研究所」と「システム」の
違い

1990年代にはいろいろなチャレ
ンジがあった。「研究所」の若手
は急成長するインターネットに着
目して、ネットを利用した新規ビ
ジネスを目指した。新社会システ
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ム事業本部が設立されて、楽天や
アマゾンよりも早く電子商取引に
取り組んだのもこのころである。
しかし、意欲もあり、経営者との
コミュニケーションはできたもの
の、ビジネスとして立ち上げてい
くケイパビリティを欠いていた。
「研究所」はいわば先出しジャン
ケン、「システム」は後出しジャ
ンケンである。「研究所」のコン
サルタントにとっては、最初のプ
レゼンテーションが勝負である。
ここで経営者の関心を引き付け
て、魅力的な仮説に引き込んでい
くことができなければ仕事になら
ない。そこでうまくいけば、経営
者とのコミュニケーションが深ま
って、いくらでも仕事は大きくな
っていく。一方、システムビジネ
スではシステムが稼働する最後の
瞬間まで成功したのか失敗したの
か分からない。たとえどんなに挑
戦的で戦略的なものを目指したシ
ステムでも、リリースできなけれ
ば完全な失敗である。

野村コンピュータシステムの出
身者からすると、テーマが困難な
ものであるほど、成功の確率が下
がるのは明らかだ。事実、旧野村
総合研究所出身者の仕掛けた先出
しジャンケンは結果的に事業とし
て成立しなかった。一方、後出し

ジャンケンの野村コンピュータシ
ステム出身者は慎重だった。大き
な転換点が来るまで、乾坤一擲は
とても成し遂げられるゴールに見
えなかった。

やって来た転換点
1990年代の前半は、米国経済が

停滞し、日本でもバブルが崩壊し
た時代である。Michael Hammer
とJames Champyによる『Reengi-
neering the Corporation』が経営
者の教科書とされるようになり、
大企業のリストラがあちらこちら
で始まった。NRIは早くからこの
動向に着目してビジネス・プロセ
ス・リエンジニアリング（BPR）
の伝道師としてリストラクチャリ
ングのコンサルティングに取り組
もうとした。

BPRコンサルティングのビジネ
スが拡大する前に、これに着目し
た会社がもう一つあった。バブル
崩壊に苦しむ野村證券である。後
述するように、野村證券はシステ
ム費用を減らすために大規模な
BPRプロジェクトを始めるのだが、
これが私自身にとっても、NRIに
とっても大きな転換点になる。

（1）ダウンサイジング委員会
バブル崩壊が誰の目にも明らか

なトレンドとなった1992年、私は
総合研究本部と名称を変えた旧鎌
倉研究本部で情報通信産業研究室
の室長を務めていたが、研究室の
最大顧客であった外資の大手コン
ピューターメーカーからの発注が
なくなるなど、われわれもバブル
崩壊の大きな影響を受けていた。

しばらくすると、私はシステム
部門に設けられたダウンサイジン
グ委員会から招集を受けた。シス
テム部門では大型ホストコンピュ
ーターが全盛であったが、UNIX
やPCでシステム開発が行われる
時代がやって来ることに対する危
機感があった。そうなればシステ
ム部門のビジネスモデルが大きく
変わってしまう。何を準備すれば
よいのか。

ところが、委員会に出席してみ
る と 誰 も が 同 じ こ と を 言 う。

「UNIXやPCでシステムが作れる
はずはない」。しかし、私にとっ
てPCは使い慣れた道具だったし、
調査で訪問した米国の会社では
UNIXやPCによる業務システムが
普通に使われていることを知って
いた。また、ヒューレット・パッ
カ ー ド（HP） がBusiness UNIX
で大ブームを起こしており、米国
での勢いをかって日本市場へ進出
しようとしていた。
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「一体何を考えているんだ、この
人たちは」と思っていると、委員
長の太田さん（当時、常務取締役
証券システム本部長で、後に副社
長、副会長）が私に意見を求めた。
私は「NRIのダウンサイジング委
員会というから、皆さんC言語で
お話しされるのかと思ったら、日
本語だったので安心しました」と
言って退出し、戻ってしまった。

それからしばらくしてダウンサ
イジングビジネスを担当する部署
が設立され、商品事業部というお
かしな名前が付けられた。商品事
業部がスタートしてすぐ、私は異
動を告げられた。入社10年目にし
て初めて人生の転換点を迎えるこ
とになったのである。私にとって
の乾坤一擲だった。

（2）アウトソーシング委員会
もう一つの委員会からも招集を

受けた。アウトソーシング委員会
である。

米国ではコダックがシステム部
門をIBMへ売却してしまったこと
が大きなニュースになっていた。
日本でもシステム部門の売却があ
るかもしれない。そういうときは
NRIにとって大きなビジネスチャ
ンスになるに違いない。

こうして私は、当時は社長室長

だった室井さん（現副会長）と一
緒に、EDSやコダックといった米
国のシステムビジネスの現場を見
て回ることができた。米国で起き
ていることは、きっと日本でも起
きる。しっかりと目に焼き付けて
おくことが必要なのだと考えた。

商品事業部へ移ると、私はHP
やマイクロソフトといったかつて
のお客様とアライアンスのプログ
ラムを作ることに専念し始めた。
情報通信産業の企業をお客様とし
た戦略コンサルティング担当から
一転、自分自身がNRIの戦略を立
案し推進する立場として活動する
ことになった。

当時のコンピューターはほとん
どがメインフレーム（大型汎用コ
ンピューター）ベンダー、つまり
IBM、 日 立 製 作 所、 富 士 通、
NECの 4 社が販売していたので、
新興のベンダーは日本での販路開
拓に苦しんでいた。マイクロソフ
トもHPも、日本のコンピュータ
ーメーカーに販売を依存するほか
なかったのである。

そのような時にNRIがメーカー
と直接、取引をしたいという話を
すると、HPもマイクロソフトも
歓迎してくれた。そうしたシステ
ムベンダー、つまりシステムイン
テグレーターというビジネスが米

国では大きな影響力を持っていた
からだ。こうして、それまで垂直
統合戦略で顧客を囲い込んできた
ハードウエアベンダーに対抗する
勢力が勢いをつけ始めていた。

多くをもたらした野村證券
のBPRプロジェクト

話を野村證券のBPRへ戻そう。
バブル崩壊後の野村證券にとって
経費の大幅削減は最大の課題とな
っていた。とりわけ膨大な投資を
した第 3 次オンラインシステムが
稼働したばかりのタイミングだっ
たので、システム費用はかつてと
比較しても膨れ上がっており、こ
れを減らすことが最大の課題にな
っていた。野村證券は、当時の財
務部長をシステム企画部長に異動
させ、大きなリエンジニアリング
プロジェクトを命じた。

そのシステム企画部長に初めて
会った頃のことを思い出す。「そ
んなにシステム費用を減らした
ら、NRIの経営が成り立たなくな
ります」と言った私に、彼は「そ
うしなければ野村證券がつぶれる
んだよ。元も子もないだろう、そ
れじゃあ」と答えた。野村證券の
システムのリエンジニアリング、
それが商品事業部へ異動した私に
とって最初のコンサルティングの
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600億円をかけた野村證券のBPR
プロジェクトが始まった。NRIが
システム部門の総力を挙げた後出
しジャンケンだった。当初、年間
800億円を上回っていた野村證券
のシステム費用はプロジェクト完
了後に300億円を下回った。

野村證券のBPRプロジェクトは
多くのものをNRIにもたらした。
従来のようにメインフレームベン
ダーに頼るのではなく、マルチベ
ンダーのクライアントサーバーシ
ステムで第 3 次オンラインシステ
ムを再構築したことは金融業界か
ら大いに注目された。そのため、

仕事だった。
私の先出しジャンケンはちっぽ

けなものだったが、いくつか譲れ
ないポイントがあった。一つは、
UNIXやWindowsといったクライ
アントサーバー技術を最大限に取
り入れて、大規模なシステム再構
築をするということ。そしてもう
一つは、そこで培った経験を生か
して、NRIのシステム部門がグル
ープ外の仕事を拡大していくとい
うことである。いつの日か、NRI
が野村證券に頼らずとも自立でき
る会社へ成長する夢を説き続けた。

そ し て1995年、 2 年 間 で 総 額

野村證券のシステム費用という、
NRIにとって大きな収益が大幅に
落ち込む中で、NRIは新しい顧客
を増やし続けることができた。ダ
ウンサイジング委員会とアウトソ
ーシング委員会で学んだことが、
NRIの新しい発射台となっていた
のである。

『ITソリューションフロンティア』
2015年 3 月号から転載

楠　真（くすのきしん）
理事


